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日本は、人口減少時代に突入し、今後加速度的に人口減少が進むと推計されている。特に本村のような

過疎地域では、人口減少に歯止めが利かない。人口減少による経済規模の縮小は住民の所得を低下させ、

また、人口急減は生産人口、商店等の消費市場の縮小を引き起こし経済規模を縮小させる。社会生活サー

ビスの低下により更なる人口流出を引き起こす悪循環が生じる。本稿では、本村が行う地方創生の取組で

ある「十勝さらべつ熱中小学校」の人材育成での実践事例をもとに、交流人口と関係人口の増加による波

及効果について取り上げている。農業生産基地である更別村において、研究フィールドを求める研究者、

開発者が集結し、IoT、人工知能といった近未来技術を活用したスマート農業、グローバルアグリビジネ

スに結び付ける取組が加速している。地方創生における人材育成により賑わい創出、地域活性、産業イノ

ーベーションに繋げている。 
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1.	 はじめに 
 
更別村は他の自治体と同じく、少子高齢化による生産

人口減少課題を抱えている。更別村は1955年（昭和30
年）に5,952人をピークに減少が続き、2018年では3,235人
となっている。また、人口に占める高齢化率も29％と全
国平均26％と比べ上回っている。 
「地方創生」の名の下、少子高齢化・人口減少社会に

おける地域の課題を解決し、持続可能な地域経営をめざ

して、地域の強みを活かしたまちづくりを行い、「人」

や「モノ」の流れを活性化し、また地域に「しごと」と

雇用を創出するため、効果的な施策展開を図ることが求

められている。 
このような中、「大人の社会塾」である「熱中小学

校」は、首都圏等の企業経営者や第一線で活躍する大学

研究者を講師に招き、知的好奇心を満たし、教養を深め

る講義を行うとともに、起業、創業へのアプローチ、ビ

ジネススキルアップ、ICT,IoTを活用した農業を取組み、
また観光開発などに関する専門的な講義を行いながら、

地域に山積する諸課題（雇用、しごとの創出、空き家、

魅力ある農業、地場産業の再生など）を解決するための

人材を育成し、官民連携、政策間連携、地域間連携を図

りながら、地域のけん引役を担う人材を養成している。

現在、全国11市町村で開設し、広域的な連携を図ってい
る。これらは、長期的スパンで地方創生に資する人材を

育成し、関係人口を構築している。本村のこれまでの取

組みによる地域活性化事例を紹介する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表１	 更別村の人口推移と社人研による人口予測 
 
2.	 熱中小学校とは 
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(1) 地方創生について	
	 人口減少対策として地方創生の取組は、各自治体が

様々な取り組みを行っている。「地方創生」は今までの

「縦割り・行政単独・短期」の事業展開では、人口減少

を回避できず歯止めが利かない状況となっている。この

ため、政府は「人」を呼び込む人口社会増、「人」を生

み育てる積極戦略、「人」を支える調整戦略によって地

方に活力を与える施策に対し、財源として地方創生交付

金の交付がされるようになった。積極戦略については、

ローカルイノベーション、ローカルサービス向上によっ

て生産性を向上させ「しごと」を創生させる。また、移

住者支援や生涯活躍のまち推進による地域へのひとの流

れを加速させる人口増対策である。調整戦略は、「ま

ち」のコンパクト化と新たなコミュニティを形成するな

ど、地域連携による街づくり、小さな拠点形成による集

落維持対策が主な施策である。若者から高齢者まで幅広

い人材「ひと」を呼び戻すため、地域資源である基幹産

業の活性化による「しごと創生」によって地域の特色が

多様化する時代に突入している。 
	 政策の「縦割り」を排除し、各分野の政策・人材を集

積し、外部人材の幅広い層の意見や民間の視点を取り入

れた事業展開が必須となっている。また、国が求める客

観的データに基づくKPIの設定によって成果重視の施策
とし、毎年効果を検証しながら的確な政策の見直しが必

要とされている。 
 
(2) 地方創生の課題	
更別村の実情をみると、人口減少社会において地域の

課題を解決し、持続可能な行政運営を行う施策を推進し

ていく人材、知識・経験などが十分に備わっているとは

言い難い現状がある。このため地方創生を推進する人材

を育成することが急務となっている。都市部に集中する

人材やそれに伴う知識・経験等をいかに地方へ還流し、

地域の実情にあった「人材」を育成し、取り込むことが

出来るかが重要である。さらに、地方が抱える課題やそ

の構造的課題として、 
a)	 地方は、少子高齢化と人口減少により、地域活力の
低下が危惧されている。 

b)	 地方における仕事と雇用が減少し、農業や地場産業
など、基幹産業の維持が困難となる恐れがある。 

c)	 地域の資源を活かした交流人口の欠如、特産品開発
の取組みを図ってきたが、販路の拡大に至らない。 

d)	 情報通信技術の普及により、情報通信技術を活用し
た様々な取組みが可能となっているが、その技術やノ

ウハウの活用拡大が図られていない。 
e)	 アクティブシニアの増加等により、夏季休暇などを
活用した田園移住が活発化している中、都市圏からの

交流人口の増加が図られていない。 

等の地方創生における課題を持っている。 
 
(3) 熱中小学校について	
山形県高畠町が地方創生事業として「廃校利活用事

業：熱中小学校プロジェクト」を平成27年10月に正式に
開校していた。今も「大人の社会塾」を中心に、テレワ

ークやベンチャー企業等の利活用によるサテライトオフ

ィスの展開、山形大学工学部との連携による最新技術を

使った体験プログラムの実施、都市住民との交流による

移住施策などを展開している。特に本事業の主軸を成す

「十勝さらべつ熱中小学校」事業については、北海道内

外の各地から150名もの受講生が学び、その講師陣は150
名を超える。この講師陣は、首都圏等の企業経営者や大

学等の研究者など第一線で活躍している人材を多方面か

ら採用しており、受講者の知的欲求を満たすだけでなく、

ICTを活用した起業・創業へのアプローチ、ビッグデー
タ等を分析することによる新たな付加価値の創造、また

観光開発や地場産業の振興など地域づくりのノウハウの

伝授や地域の課題解決に至るまで、有意な人材の育成に

資するものである。学校廃校舎などの未利用施設を拠点

とした「大人の社会塾」である。「熱中小学校」の姉妹

校のひとつとして、2017年4月に北海道更別村に「十勝
さらべつ熱中小学校」を開校している。 
講師陣は相互に派遣し、人材育成はもとより、地方へ

の人の流れを加速し、「しごと」を創出し、連携による

相乗効果、新たな価値の創造、さらに効率性を追求した

実効性のある事業推進を図っている。 
「大人の社会塾」である熱中小学校で講師を務める企

業経営者や大学等の研究者などの多様かつ専門的な人材

をはじめ、熱中小学校内のサテライトオフィスに入居す

るICT企業やIoT開発におけるリーディングカンパニー等
の技術的支援を受けることができるという、熱中小学校

プロジェクトにしかない特別性と優位性を駆使しながら、

各地で地域課題を解決する人材を育成している。育成さ

れた人材は、地域課題の解決に貢献している。起業創業

を促し、地域に「しごと」を創り、雇用を創出すること

と併せて、地域における未利用施設や空き家対策等の課

題とも関連付けたサテライトオフィス事業の推進、地域

経済を活発にする地場産業振興事業、また最先端技術等

による「ICT・IoTを活用した地域活性化事業」に特化し、
熱中小学校をベースとした派生事業を展開する。 
a) サテライトオフィス等利活用推進事業 
【実施市町村：高畠町・更別村・会津若松市・八丈町・

小林市】 
未利用施設や空き家等を有効活用し、サテライトオフィ

スやコワーキングスペースとして整備することで、都市

部をはじめとする域外からサテライトオフィス等への.
入居者を誘致し、また、サテライトオフィス等を活用し
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て事業を行う者に対する起業・創業支援を行.うことな
どで、地域に新たな「しごと」や雇用をもたらす事業を

展開するとともに、地方への移住定住を促進する。 
b) 観光開発・地場産業振興事業 
【対象市町村：八丈町・高岡市・上板町・小林市・高森

町・上富田町・越知町・琴浦町】 
地域資源を十分に活かした観光開発や地場産業の振興を

担う人材の育成カリキュラムとその具体的実施に係るプ

ログラムを展開する。観光開発については、観光資源の

有効活用や磨き上げを行いながら、「地域ブランド」を

確立するとともに、観光による交流人口の増加を図って

いく。豊かな自然環境の他、文化・歴史等を活用したエ

コツーリズムを推進していく。また、地場産業の振興に

ついては、地域の特産品を再びクローズアップし、新た

な手法で再興を図っていく。 
c) ICT・IoTを活用した地域活性化事業 
【対象市町村：高畠町・更別村・会津若松市・上板町・

小林市・高森町・上富田町】 
健康や福祉、教育、防災、環境、エネルギー、交通など

様々な分野で情報通信技術や環境技術を活用した取組み

を推進することにより、住民が安心して、快適に、生活

できるまちづくりを行い、これらの取組みを関連産業の

集積につなげていくことで、地域産業の成長や雇用の維

持拡大など、地域活力の向上を図る取組みを進めていく。

特に、地域の基幹産業である農業に着目し、果樹や有機

野菜、水稲などの栽培にIoTを駆使し、第一次産業の情
報産業への変革による継承性の拡大や新規参入を可能に

する取組みを行う。さらに、そこで生産された物を６次

化等により商品化し、ICT活用によるECサイトを構築・
運用するなど販路に乗せ、本事業の自立自走への財政基

盤を支える取組みとし、また、ICTを駆使したテレワー
ク事業を積極的に推進し、都市部からのICT企業等の誘
致を積極的に進め、地方に「しごと」と雇用を創出する

取組みを展開している。 
 
 
3.	 更別村における熱中小学校の効果	

 
(1) 直接的効果について	
	 「十勝さらべつ熱中小学校」は、旧北海道開発局事業

所跡地を活用し、各業界において最先端で活躍する方々

を講師として招き、ビジネス、IoT、芸術等に関する知
識やノウハウを学ぶとともに、共に行動を起こすための

仲間づくりの場として開校し、現在152名の生徒が受講
している。月に１回から２回の授業を行い、出席率は生

徒の７割程度となっている。平成29年度の実績として地
方創生事業の視察や施設利用者全体で年間3,225名の交
流人口増となっている。また、一般社団法人を運営母体

として立ち上げ、移住者2名が事務局として働き、宿泊
施設、食堂の運営のため更に移住者2名の雇用となって
いる。サテライトオフィスへは、東京大学の研究者が入

居し、農業研究所も創業を開始している。これまで、熱

中小学校の受講生からは、更別村内において3名が起業
し活躍している。人口動向を見てみると平成27年度では、
転入超過がマイナス55名であったが、平成28年度はマイ
ナス11名に抑制されている。 
平成29年度のKPIとして、 

a) 受講者、講師、視察による交流人口1,500名 
 
b) 地場産業を活かした特産品開発「熱中ブランド」 

1件の創出 
が達成されている。 
「十勝さらべつ熱中小学校」では、生徒会活動や部活

動が新たなコミュニティとして活性化し、ピザ部では、

ピザに適した小麦を作るため、帯広畜産大学、農研機構、

道立更別農業高校等と小麦の育種によって、新品種の開

発を進めている。また、レーザー加工部では、「熱中パ

ズル」を開発し特産品として販売が始まっている。絵柄

がない真っ白なジグソーパズルは、宇宙飛行士の選抜テ

ストに使用されるほど難易度が高いパズルであるが、透

明なアクリルで出来たピースは、それを上回る難しさと

美しさを備えており、裏表さえわからなくなる難易度が

高いパズルとなっている。	

このように、直接的には交流人口の増加、人材育成に

よる創業、雇用の増加、移住、サテライトオフィス入居、

特産品開発による産業振興等への効果が見えている。	

 

図1	 特産品：熱中パズル	  
 
(2) 間接的波及効果について	
熱中小学校事業では、「ICT・IoTを活用した地域活性
化事業」に特化し、派生事業の展開を図るものとしてい

るが、過疎地域においてはアドバイザー、コンサルが不
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足し、新たな事業展開を図るときには中心的な人材を雇

用したくても雇用できない状況となっている。行政で持

つ遊休資産の利活用について、熱中小学校のＰＲ効果か

ら都市圏の企業や地域大学からの問合せが増加し、民間

企業のノウハウによる新たな事業展開の提案が増えてい

る状況である。地域の特性に合った新たな事業展開を企

業誘致やベンチャー企業創業が増える可能性が大きくな

っている。その窓口として熱中小学校が担い、受け皿と

して、サテライトオフィス、テレワークが使用され、今

後は行政との連携により地域内での商業活性化に繫がる

よう体制を整備しているところである。 
国からの地方創生関連交付金も活用しながらICT関連
の実証を絶え間なく継続し首都圏の企業の注目や存在感

も向上してきている。同時に、東京大学、帯広畜産大学

等における実証地としての認知度も向上し、サテライト

オフィス入居の確度は高くなってきている。 
間接的波及効果として、異業種交流による人材ネット

ワーク構築、研究拠点から新たなコミュニティが形成さ

れ関係人口の構築に寄与している。 
 
(3) 基幹産業である農業への効果	
	 「十勝さらべつ熱中小学校」では、地域の基幹産業で

ある農業に着目し有機野菜などの栽培にIoT技術を駆使
したアクアポニックス（水産養殖と水耕栽培を掛け合わ

せた農業）の展開を図り、第１次産業の変革と企業の参

入を推進し産業開拓を行っている。生産物は、地元飲食

店での地産地消とマルシェを販路とした物流コストを抑

えた販売を展開し特産品開発を進め循環型農業、オーガ

ニック野菜の普及を目指している。この生産ノウハウに

ついても、熱中小学校の人脈、関係人口の構築による効

果である。 
	 地方創生の取組によって、更別村に農業研究者や企業

が集まることは、基幹産業である農業の施策を推進して

きた結果と、飛行機による東京からの移動が2時間とい
う好立地条件であることが重なった結果といえる。更別

村の人口は3200人程度であるが、農家戸数は218戸であ
り１戸あたりの農地面積が49.7haで日本を代表する大型
農業地である。また、トラクター所有平均６台、食糧自

給率6400%（カロリーベース）で日本一である。平成29
年度の農業粗収入は、約140億円でGPSトラクターや衛
星による収穫管理も行われている。しかし、後継者問題、

安定生産の確立等の問題も解決していない。このため、

更にスマート産業を推進し、基幹産業を活性化させるた

めプロフェッショナルな集団を集め研究を急速に進め、

地域の農林水産業へ普及させる。実現のためには、研究

者や企業が実証実験をしやすい環境を整える必要があり、 
新たな課題も見つかっている。 
 

 
図2	 ドローン自動航行農薬散布とセンシング技術開発 
 

 
図3	 東京大学による農業ビックデータの蓄積 
 
 
4.	 地方創生の深化のために	

 
地方創生の深化のためには、地域イメージブランド形

成促進（研究拠点とする）、地域への愛着、誇り醸成

（村の魅力を位置付け）、産業活動を促進（研究成果を

活用して活性化）する等、総合的な地域活力の向上が求

められる。更別村を研究拠点として定着させるためには、

研究者、開発者が研究しやすく集まる街づくりによって、

研究と実証実験を加速させ、研究の阻害要因となる各種

サンドボックス規制の緩和が必要である。 
更別村にとって、農業IOTの技術進歩の勢いは、既存
の農家にとって脅威である。これからの農業リーダーは、

情報技術の精通が必要される転換期と考えている。最大

の課題は、既存の農家が農業新技術から疎遠となること

である。農業IOT推進のためには、各農家が研鑚してい
くことは勿論だが、最新技術を近くで見て実際に導入し

活用していく意欲が必要である。各農家の意識格差があ

ることは、日本の農業が成長する上で阻害要因となり、

この格差は、絶対値として埋められない差となるものと

考えている。「熱中小学校」による求心力を最大限に活

用し、IOTによるスマート農業を推進し、世界と戦える
グローバル人材を育成し地域を活性化する必要がある。 
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図4	 インド工科大学の学生との交流 
 
 
5.	 まとめ	

 
	 以上、更別村の大人の社会塾「熱中小学校」による人

材育成事業を紹介してきた。少子高齢化が進み、何もせ

ずに手をこまねいていれば衰退してくことへの危機感は

強い。人材育成は、費用対効果が見えにくいのも事実で

ある。しかし、一歩先んじて新たな挑戦をした結果、

様々な効果として見えてきている。 
	 地方創生は、民間の発想を活用しなければ、行政の培

ったノウハウだけでは実現しない。本村におけるスマー

ト産業イノベーションは、「熱中小学校」事業による関

係人口構築によるものである。 
世界はAIを活用しイノベーションを進め、グローバル
人材を育成、輩出し本国での発展を目指している。日本

も小学校において、プログラミング教育を必修化する。

産業イノベーションにおける人材育成の必要性が高まり、

グローバル人材を国が求めている。 
「十勝さらべつ熱中小学校」には、インドハイドラバ

ードやアメリカから学生が農業の視察に来る。世界のIT
企業が欲しがるAI、IoTを研究している学生である。日
本における無人トラクター公道走行、フィールドセンシ

ング時系列データを活用した農業ビックデータ活用、農

業ドローン自動航行を学ぼうとする貪欲な姿勢が見えて

いた。このような人材が更別村に移住してきた場合、ど

のように更別村が変わるのかと考えてしまう。 
更別村に、多くの研究者、企業が集まり、知恵が集約

され地域が活性化されることが目標である。人材の育成

と関係人口からなる「ひと」の確保が地方創生を実現す

るものと考えている。また、人材育成という視点から地

方創生の実現を目指すことによる効果が見えてきている

のも事実である。 
研究者や企業が実証しやすい環境にし、人材を確保す

るためには、打開策は規制緩和による特区制度の活用で

ある。研究者は、より良い実証試験地を求め、更別村は

その対応によってシリコンバレーのようなIT企業の集積
による地域活性化を期待している。これからも更別村は

挑戦し続けなければいけない。 
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